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本報告は労災疾病臨床研究：H27-29「過労
死等の実態解明と防止対策に関する総合
的な労働安全衛生研究（代表研究者高橋正
也）」等の成果を活用しています。

＜話題提供＞

１．脳・心臓疾患、精神障害・自殺に係る調査分析結果の概要

２．ストレスチェック・長時間労働者の面接指導について

３．職場環境改善に向けて取り組めること
いきいき職場づくりのための参加型職場環境改善等



その１．脳・心臓疾患、精神障害・自殺に係る
労災補償支給決定件数の推移（1988-2017）と実態
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Data source: Ministry of Health, Labour and Welfare of Japan, White paper “Karoshi” 2018.

Yamauchi T, Yoshikawa T, et al. Ind Health 2017; 55: 293-302.

・脳・心臓疾患の請求件数は年間800件前後、支給決定件数は250件前後で推移
・精神障害の請求件数、支給決定件数共に、1998年を境に一貫して増加傾向

認定基準改定
（昭和62（1987）年）
＋短期間の過重負荷

業務上外の判断指針
（平成11(1999)年）

心理的負荷による精神障害
の認定基準制定
（平成23(2011)年）

認定基準の改定
（平成13(2001))

＋長期間の過重負荷



脳心・精神： 性別（全数）

男性, 95.6%

女性, 4.4%

脳・心臓疾患

男性 女性

男性, 68.6%

女性, 31.4%

精神障害・自殺

男性 女性

N=2,000N=1,564

n=1,373

n=627

n=1,495

n=69

・脳・心臓疾患は、20人に19人が男性、1人が女性。認定事案のほとんどが男性。
・精神障害・自殺は、3人に2人が男性。

(2010.1-2015.3) (2010.1-2015.3)



脳・心臓疾患、精神障害の件数と発生率
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38.4件/100万

100万雇用者年あたり発生件数認定事案総数（2010-2014）

13.5件/100万

13.0件/100万

16.4件/100万

28.3件/100万

7.9件/100万

<脳・心臓疾患> <精神障害>

(Takahashi M JOH 2019)

• 脳疾患は3.7件/雇用者100万人、心臓疾患は2.3件/雇用者100万人
• 運輸・郵便業が全事案の3分の1、発生率は漁業、運輸業・郵便業が突出、建設業、宿泊業・飲食サービス業と続く

• 精神障害は9.3件/雇用者100万人
• 製造業、卸売・小売業、医療・福祉の順、発生率は情報通信業、運輸・郵便業、学術研究・専門技術サービスが高い
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海上労働者の過労死等事案の例（１）※

年齢・仕事： 50歳代、男性、マグロはえ縄漁船の船頭。
特別加入種類：中小事業主等（漁業）
疾患名・生死： 脳梗塞、生存
発症状況：

– X年1月中旬の午前4時頃、東シナ海の沖合を航海中の船上で、マグロ
はえ縄漁業のための投げ縄の準備中に、左半身に麻痺が生じ脳梗塞を
発症。X-1年12月末からX年1月中旬までの約3週間、息子の船長に休
みを取らせ、乗組員を増員せず漁を行ない、長期間の過重労働となっ
た。発症1ヵ月前の時間外労働は160時間にのぼった。
背景等

– 家族が船長・経理、一般船員インドネシア国籍4名
– 船頭として漁場の決定、操船、投縄作業、揚縄作業の仕切り
– 1航海3週間程度で拘束時間の長い勤務
– 発症1ヵ月前の航海は船長不在のため、自分が漁船を操作し、漁も行
い、著しく業務量が増加した

出典：吉川徹他 労災保険特別加入者における労災認定事案の特徴に関する研究．「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研
究（１８０９０２－０１）」平成３０年度報告書（研究代表者高橋正也）、平成31年３月、p123-147、表2-5-1 https://www.mhlw.go.jp/content/000550353.pdf

※中小企業事業主等（第一種）：漁業、船舶所有者の事業



海上労働者の過労死等事案の例（２）※

年齢・仕事： 60歳代、男性、重油の輸送を行う船舶の事務・機関長。
特別加入種類： 中小事業主等（船舶所有者の事業）
疾患名・生死： 脳梗塞、生存

発症状況：
– X年3月下旬、自社のA船に積載した船舶燃料を中国船籍のB船へ給油
作業当日、起床時（午前5時）から気分が悪かった。午前7時から同10時
までの給油作業中に左足が麻痺し、デッキ上に設置してある給油管が跨
げない等の症状があり、給油作業終了後にC港に入港、D病院に救急搬
送され脳梗塞と診断された。発症1ヵ月前の時間外労働は108時間、2か
月前は171時間であった。
背景等

– 内海貨物運送事業、油槽船の船舶機関長
– 航海中は船内で生活
– 発症日の一週間前まで、岡山、山口、愛媛、山口、山口と航海し、この間
５回の荷積、荷揚（給油）を行なった。このうち、2回は深夜から早朝まで
の作業となった。

出典：吉川徹他 労災保険特別加入者における労災認定事案の特徴に関する研究．「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研
究（１８０９０２－０１）」平成３０年度報告書（研究代表者高橋正也）、平成31年３月、p123-147、表2-5-1 https://www.mhlw.go.jp/content/000550353.pdf

※中小企業事業主等（第一種）：漁業、船舶所有者の事業



過労死等認定事案の50名未満の事業場が52.2％を占めた

脳心： 事業場規模別分類結果（n=1,564）
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・脳疾患は脳内出血が最も多く、全体の28％を占める。
・心臓疾患は心筋梗塞、心停止が多い。

419

261

221

4

267

220

81

19

3

28

28

7

0

1

4

1

0

0

0 100 200 300 400 500

脳内出血

くも膜下出血

脳梗塞

高血圧脳症

心筋梗塞

心停止＊1

解離性大動脈瘤

狭心症

その他＊2
Male Female

(Yamauchi T et al, Ind Health, 2016)

脳心：決定時疾患名別の集計結果（n=1,564）

*1心臓性突然死を含む



参考：脳・心臓疾患
認定基準(2001)

1．異常な出来事
2．短期間の過重労働
概ね1週間

3．長期間の過重労働
概ね6ヶ月

1ヶ月 >100時間
2～6ヶ月 >平均80時間

労働時間＋労働時間
以外の負荷要因

脳血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷に起
因するものを除く。）の認定基準について
（平成13.12.12基発第１０６３号）

（1961） （2001）（1987）



脳心： 認定要件別の集計結果

異常な出来事, 4% 短期間の過

重労働, 3%

長期間の過重労

働, 93%

主たる認定要件（%）

異常な出来事

短期間の過重労働

長期間の過重労働

過労死等認定事案の93％は「長期間の過重業務」が主な認定事由

長時間労働以外の負担（不規則・交代制勤務、深夜労働、出張の多い業
務、精神的緊張等）も多事案で記載されている

労災疾病臨床研究：H27-29「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究（代表研究者高橋正也）」
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*サービス産業30.6%

認定事由として負荷要因として評価された
労働時間以外の負荷要因



男性 女性 合計
N (%) N (%) N (%)

健康診断 いいえ 249 (16.7) 16 (23.2) 265 (16.9)
はい 1037 (69.4) 43 (62.3) 1080 (69.1)

記載なし/不明 209 (14.0) 10 (14.5) 219 (14.0)
合計 1495 (100) 69 (100) 1564 (100)

既往歴 いいえ 702 (47.0) 39 (56.5) 741 (47.4)
はい 529 (35.4) 18 (26.1) 547 (35.0)

記載なし/不明 264 (17.7) 12 (17.4) 276 (17.6)
合計 1495 (100) 69 (100) 1564 (100)

面接指導 いいえ 1116 (74.6) 52 (75.4) 1168 (74.7)
はい 36 (2.4) 2 (2.9) 38 (2.4)

記載なし/不明 343 (22.9) 15 (21.7) 358 (22.9)
合計 1495 (100) 69 (100) 1564 (100)

脳心： 認定事案における健康診断、面接指導の

実施有無、既往歴の有無

（*平成28年度報告書、高橋正也他、p9）

・過労死等事案のうち健康診断は７割以上受診、既往歴は３分の１が有り
・発症前に医師による面接指導を受けた例は５０人に１人



精神： 認定時の決定時疾患名
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決定時疾患名は、男性の60%はF3領域（気分障害）、女性の 73％はF4領域
（神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害）であった。



参考 精神障害 認定基準（2011）

＜労災認定のための要件＞

認定基準の対象となる

精神障害を発病

発病前おおむね６か月の
間に、業務による強い心
理的負荷

業務以外の心理的負荷
や個体側要因により発病
したとは認められない



業種別の出来事の該当状況
医療・福祉

事故・災害関係（患者
暴力・クレーム等）

自動車運転手
長時間労働、
事故・災害

ＩＴ産業
長時間労働

飲食業
長時間労働

労災疾病臨床研究：H27-29「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究（代表研究者高橋正也）」より図作成

自殺事案の多くは
長時間労働が事由



参考 過労死等対策の現状と方向性

長時間
労働

労働時間
以外の要因
・要求度、裁量、支援
・報酬、やりがい、意義
・業務負担軽減策
・見通し、雇用・保障安定
・教育機会の提供

・事故・災害

事故・災害
ハラスメント

2019年4月～
時間外労働上限規制
（医師、運輸、建設等除く）
2020年4月～
中小企業適用

女性活躍・ハラス
メント規制法
（2020.4-）

①中小企業で
規制の実効性は？
・新しい働き方（フリーランス、
兼業・副業、自営業は？）対応しているか

②時間削減が目標となってしまっ
ていないか、生産性向上は？

③「労働時間以外の過
重労働要因」を適切に
評価しているか？
・業種ごとの多様な負荷要因
を対策の考慮しているか？
・ライフイベントは20年前のス
トレスと変化している
（家族構成、人口・年齢・男女・産業分
布、IoT、世代間ギャップ等）

④職場での安全対策、

⑤ハラスメント対策をどう
すすめるか？

産業保健
サービス体
制の見直し
と強化

最悪の
ケース



まとめ 過労死・過労自殺の実態と予防視点

過重労働による脳・心臓疾患の労災認定事案は横ば
い、精神障害は増加傾向

→脳・心臓疾患の多くの認定事由は長時間労働
→精神障害は長時間労働以外の要因も半数

業種、職種に特徴がある

→長時間労働となる事由、心理的な負荷要因は働き方に依拠
→業界、職種、業務の特徴に合わせた防止策が必要

過重労働、業務の心理的負担は複合要因で、影響は
双方向、多方面に

→複合・双方向要因には包括的対策で



メンタルヘルス対策における
ストレスチェック制度の位置づけ

出典：厚生労働省，ストレスチェック
項目等に関する専門検討会資料

その２：ストレスチェック・長時間労働者の面接指導の実際

三次予防
職場復帰

二次予防
早期発見

一次予防
①職場環境改善、②上司教育、③セルフケア



ストレスチェック制度実施体制の整備



事業者による方針の表明

衛生委員会で調査審議

ストレスチェックの実施

個別フォロー
(結果通知・面接指導）

集団分析

職場環境改善

• 目的
• 実施体制
• 実施方法

• 情報の取扱い
• ストレスチェックの結果の保存
• 結果提供の同意取得方法等

ｃ

ストレスチェックと面接指導の
実施状況の点検・確認と改善事項の検討

厚生労働省：ストレスチェック等の職場におけるメンタルヘルス対策・過重労働対策等 資料より一部改変引用
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医師による面接指導の流れ

ストレスチェック受検

労働者への結果の通知

↓

高ストレス者からの

面接指導の申出

↓

面接指導の実施
勤務の状況の確認

心理的な負担の状況の確認

その他の心身の状況の確認

総合評価、労働者への指導

↓

事業者への意見具申
面接指導結果報告書の作成

就業措置に係る意見書の作成

↓

就業上の措置の実施

＜面接指導で確認すること＞
勤務の状況

– 業務内容、繁閑の状況、残業時間など（事前に収集）

心理的な負担の状況
– ストレスチェックのストレス反応の項目を活用して、持続
性や就業や生活への影響の有無

– うつ病のスクリーニング検査

その他の心身の状況
– 心理的な負担以外の健康状況や生活状況

○事前に勤務状況の情報収集

職場や業務の理解には職場
巡視、衛生委員会への出席

顔の見える関係の構築にも
寄与

○心理的負担の評価
ストレスチェックの抑うつ症状関連項目に注目「ゆう
うつだ」、「何をするのも面倒だ」、「物事に集中でき
ない」、「気分が晴れない」、「仕事が手につかな
い」、「悲しいと感じる」など

持続期間：慢性的である。
症状の程度：かなりある。不眠、食欲不振
本人の悩みや苦痛：強い
仕事や生活の支障：かなりある



参考 面接指導ツール
①疲労蓄積度診断チェックリスト
②BSID：うつの簡易な構造化面接法



22診断名、具体的な愁訴や詳細な指導などは記載しない

参考 面接指導結果報告書の記入例



～実効性のあるアクションをいかに進めるか～

• 職場環境改善は心の健康つくりに役立つ根拠がある

• 今ある制度の上に積み上げる
– ストレスチェック制度を活用して、改善を継続する

• 良好事例を活用する
– 自分の職場からスタート
– 現場の労働者が参加する場面を活用した環境改善
– 様々な手引き、ツール、良好事例を活用する

３．職場改善に向けて取り組めること
いきいき職場づくりのための参加型職場環境改善等



メンタルヘルス一次予防の費用対便益分析

吉村健佑, 川上憲人,堤明純ら．日本における職場でのメンタルヘルスの第一次予防対策に関する費用便益分析
，産衛学雑誌，55(1)，11-24（2013）

1人当たりの費用 1人当たりの便益

職場環境改善 7,660円 15,200-22,800円 ○

管理監督者教育A 5,290円 4,400－6,600円 △

管理監督者教育B 2,948円 0円 △

個人向けストレス
マネジメント教育

9,708円 15,200-22,920円 ○

1人当たりの費用：介入にあたって必要な費用の総額を介入群の従業員で割ったもの（従業員等の賃金や講師謝金）
1人当たりの便益：HPQ（労働生産性の指標）の介入前後の差×介入人数×年間賞与額



組織レベルで行われた職場の健康支援に関する介入研究から、
組織レベルでの介入は３つの条件に整理されています

物質的条件（人間工学・作業環境）：業
務遂行時に必須なあらゆる物理的物質の
影響・化学薬品の使用を含む

– 物品取り扱い、騒音、化学物質、人間工
学など

労働時間条件（work-time）：労働時
間数、労働強度への介入

– 労働時間、作業速度、シフト数、締め切
り、作業ペース、休憩回数など

労働組織に関する条件
（organizational）：心理的・社会的要因や業
務の遂行に必要なプロセス・手順

– 仕事の要求度、仕事のコントロール、責
任など

– 作業方法、各タスクの実施順チーム編
成、組織内の階層構造など

出典：Diego Montano, Hanno Hoven, Johannes Siegrist. Effects of organizational-level interventions at work on 
employees’ health: a systematic review BMC Public Health 2014, 14:135

① 半数で健康改善に有意な効果
② 包括的な介入は成功率が高い

吉川徹、土屋政雄、吉川悦子、森口次郎、佐野友美．平成27年度分担研究「職場環境改善の工夫の検討」．平成27年度厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛
生総合研究事業）「ストレスチェック制度による労働者のメンタルヘルス不調の予防と職場環境改善効果に関する研究（H27－労働－一般－004）」

介入プロセスが、
有効な成果を得る
ために重要

物質的条件のみ 2件

労働時間条件のみ 5件

労働組織条件のみ 16件

労働時間条件と組織条件 3件

物質的条件と組織条件 10件

3つの条件すべて 3件



区分 問題点 改善案

量の問
題

物品の整理がで
きておらず業務を
妨げる

器具・備品の整理整頓/保管場所
明確化
部品見出し表作成/備品のラベル
表示
製品入れの多段化改良/作業台設
置/ツール工夫

ライン編成の不
備

業務に合わせたライン再編
レイアウト変更による動線の改善

技能の
問題

作業員の技能不
足

作業手順書の適宜更新

上司の
支援

上司あたりの部
下数が多くトラブ
ルに対応できな
い

サブリーダーの設置

同僚の
支援

中途採用者など
もあり、作業者相
互の交流が少な
い

全員参加の清掃時間帯設定

職場の懇親会を頻繁に開催（一部
で実施）

環境 ホコリ対策 ホコリよけカバー作成

Tsutsumi研究における
職場単位のグループワークで取り上げら
れた職場のストレス要因と改善策

日本の製造現場における
メンタルヘルス改善研究

(Tsutsumi et al JOEM 2009)



参加型職場環境改善を通じたメンタルヘルス対策

グループで改善提案を
考え、発表する。

改善計画の作成
（管理職が支援）

担当者を決めて
改善を実施

職場検討会を開催、良い
点・改善点の意見交換

改善成果
報告会

アクションチ
ェックリスト
を活用



ストレス一次予防のための職場環境改善視点

人間関係
相互支援

執務室内
職場環境

安心できる
職場のしくみ

相談窓口
地震・緊急時対応

上司のリーダーシップ
同僚のサポート

対人関係
仕事の
すすめ方

情報の共有
残業・休日・休暇

照明・騒音・温湿度
衛生・休養設備

例１：個人作業に偏りがちな職場で
コミュニケーション不足

→  10分ミーティングで情報共有
→ 上司からコミュニケーション
を取るよう心がけた．

例２：担当者不在時の業務
対応に支障

→ 業務に不慣れでもわかる
マニュアルづくり

→ 常時、円滑にできる体制



事例：職場ドックの取り組み
(高知県・北海道・京都府・広島市）

成果発表報告会
職場ドック推進リーダー
研修会

各職場での検討会
改善計画・実施

トイレ前に目
隠しカーテン

ミｰティング卓
の導入

職場単位で改善実施

（杉原ら 2012）



事例：病院職場（循環器専門病院）

① 各職場から選出され
たファシリテータを
養成

② 実際の取り組みは、
ファシリテータを中
心に職場ごとで実施

③ 成果発表会で共有・
水平展開

申し送りの効率化・省力化病棟内の整理整頓

ファシリテータ研修 ファシリテータによる職場でのワーク



【職場でのスケジュール】

職場検討会(グループワーク）
・職場の良好事例から学ぶ
・職場環境を広くとらえて話し合う
・職場で実施可能な改善策を提案する

マニュアル配布による事前準備
職場ドックチェックシートの個人記入

改善報告書の提出
・改善の成果と写真をまとめる
・報告会で情報共有

担当者を決めて改善実施

改善計画作成
・すぐに実施できる改善にしぼり込む
・改善計画書を作成し、提出する

全体スケジュール

「職場ドック」の実施計画づくり
・職場へ周知する・推進者を決める・スケジュールを決める

「職場ドック」の実施計画づくり
・職場へ周知する・推進者を決める・スケジュールを決める

職場ドック推進者の研修職場ドック推進者の研修

参加職場ごとの職場検討会参加職場ごとの職場検討会

職場単位の改善計画作成職場単位の改善計画作成

「職場ドック」成果報告会「職場ドック」成果報告会

開催時期
5月～6月

実施時期
７～８月

開催時期
１～２月

各職場での「職場ドック」実施期間
6月～12月

職場ドックの年間スケジュール

「メンタルヘルスに役立つ職場ドック」労研出版より
一部改変し抜粋

期限内に実施して
「改善報告書」提出
期限内に実施して
「改善報告書」提出

実施時期
9～11月

提出時期
12月





ハイリスクアプローチとポピュレーションアプローチ
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ハイリスクアプローチ

ハイリスク者（高ストレス者）を抽出し
何らかの介入を行うプログラム
医師面接、保健指導

高ストレス者

平均 健康病気 平均 健康病気

ポピュレーションアプローチ
集団へのアプローチ
セルフケア研修
ノー残業デーの設定と実施
業務効率化
環境整備 など

専門家による常時のサポートが難しい場合は、職場力としてのメンタルルヘ
ルス対策を促進する（労働者が参加する職場環境改善）



話題提供

１．脳・心臓疾患、精神障害・自殺に係る

医学的な調査分析結果の概要

２．ストレスチェック・長時間労働者の面接指導につい
て

３．職場改善に向けて取り組めること

いきいき職場づくりのための参加型職場環境改善等


